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土 地 費用 の 上昇 に 伴 う地 域施 設複合化 の モ デ ル 分 析

MODELING 　EMERGENCE 　OF　MULTIPLE 　SERVICE 　FACILITIES

　　　　　　 ACCORDING 　TO 　INCREASE 　IN　 LAND 　COST

　　鈴 木　 勉
＊
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　　 Muttip］e　s¢ rvice　facilities　can 　often　save　total　cost　for　provision　of　service　because　oflhe 　econQmies 　Qfscale 　assQciated 　with 伽 ility　size

and 　the　ability　te　share　resources 　i“oluding 　land．【n 　this　paper，　two 　multiple 　service 　faeility　Iocation　problems　are 　fommulated　as　minimiza 電ion

problems　ofthe 　sum 　oflravel 　cost 　and 　building　cost　of 　facilities，　One　assumes 血 at　the　total　number 　of 　facilities　is　given　exogenously ．　and 出e

other　assumes 　that　the　total　number 　of　faci］ilies　is　determined　endogenously ．　Some　numeric 白l　examples 　show 出at　co −］ecation 　of　di幵’
erent　type

of　facilities　increases　as　land　cosI　increases　fbr　the　exogenous 　case．　Similarly，　co−10cation　of　f盆cilities　increases　as 　land　cGst　inGreasos　ft）r　the

endogenous 　case 　while 　keeping　the　number 　effacilities　large．
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1 ．は じめ に

　複数種の 施設 が 同
一
敷堆に立 地 す る形式の 複合施設 （以 下，空 間

複 合型施設 と呼ぶ ）を設置す る理 由は，地方部で は 主 に 自治体の 財
「

政力 不足 に起 因する 管理運営の 合理化 に あ る こ とが 多い が ，大都市

中 心 部 で は 多 くの 場 合 ，高地 価 に よ る 公 共 用 地 難 を背 景 とす る 土

地
・
空 間 の 高度 利 用 に あ る，現 に東 京 都 区 部 で は，少 ない 公 共 用 地

の 有効利 用 の
一

方 策 と し て ，小 学 校 の 全 面 的 な改 築 や 新 設 の 際 に，

幼稚 園や児童 館，保 育所，デ イサ
ー

ビ ス セ ン ター，特別養 護老人ホ

ーム ，公民館，図書 館等 と の 本格的 な複合施設 を建設す るとい っ た

事例 が多 く見 られる ように な っ て きて い る ．鋤 卿 ｝

　 こ の よ うな 複数種 の 機能 を併せ 持 つ 施設 を設 置 す る場合，そ れ ぞ ．

れ の 機能 に つ い て施 設 が 適正 に配 置 され．て い るか に 注 意が払 わ れ な

け れ ば な ら な い ．こ の よ うな観点か ら，岸本（2000）
2，は 多層 的な構造

を持 っ た施設 群の 最適配置 を求め る 手法 を開発 し，こ れ を複合施設

．の 最適配置 に適用 して い る．また，鈴木（200r）
’）
は，有限領域内で の

空間複合型施 設の 最 適配置が 均等配置 と なら ない こ と を明 らかに し

て い る．

　 しか しこ．れ らの 研究 で は，施設の 複合化 が ま ず あ りき と して お り，

複合 化形成の 仕組 み は 論 じられ て い ない ．土 地 代の 高い 大都 市中 心

部 に お ける 空間高度 利用 を想定す る ならば，図 1 に示す よ うに ，土

地代が 安い 場合 は，い くつ かの 種類 の 施設 をそ れぞ れ 個別 に適正 に

配 置 した方が 施設 まで の 距離 は短 くな り，利用者の 利便 は高 ま る．

しか し，土地代が 高 くなる に つ れ て ，施設 を複合化す る こ と に よ っ

て 施設 まで の 距 離 を多少犠牲 に して で も設 置 場所数 を減 ら し，施設

設 置 の ため の 土 地 費用 の 増 大 を抑 え よ う とす る であ ろ う、大 都 市 部

で の 施 設 複 合 化の 是 非 を議 論 す る た め に は，．こ の よ う な複 合 化 に よ

り土 地 費用 が 節 約 で き る よ うな構造 を定量 的 に議論す る必 要が あ る．

　そ こで 本稿 で は，上述の よ うな空 間複合型施設の 配置決定 を複数

種類の 施設の 離散 立地モ デ ル と して 定式化 し，土地代の 上昇 に伴 っ

て 空 間複合型施設が出現す る仕組み を最適配置 モ デ ル に基づ き導出

し，そ の 解の 性質 を明 らか にす る こ と を 目的 とす る．実際 の 地 域 施

設 の 配 置 は，ニ ュ
ー

タ ウ ン 開発 に お け る 地 域 施 設配 置 等 で ない 限 り，

自治体所有地 等 を候補地点 と して 有効 に 活用す る場合が 多い が ，本

論文で は複合施設の 配置過程 を再現す る 規範的 モ デ ル を構築す る こ

と に主 眼を置 き，立地可 能場所 に 関 して制約 は ない もの と考える．

　2 章で は，離散型配置 問題で ある p一メ デ ィ ア ン 問題 をベ ース に，

施設 数 を所 与 とした 複数 種 の 施設 に対 して，複 合 化 に よ り土 地 費用

が 節 約 で きる よ うな 構造 を持 っ た空 間複合 型 施設 の 最適 配 置 問題 を

定式化 す る．3 章で は，さ ら に 施設数 を内 生 化 した 空 間複合型 施設

配置問題 を定式化す る．4 章で は，こ れ らの 問題の 求解例 を示 し，
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規 定 して い る，κ
μ
＝1 な らば 候補地ノに種 類 k の 施設 が 立 地す る こ

とを意味 する，（4）式 は各種類 の 施設 数で あ り，（5）式 は ろの 定義 を示

す．（5）は線形制約式

　　　　　　　z
ノ

≦Σx ．b’k ≦κZj，　 Vy　　　　　　
．（5つ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 k

で 代用 する こ とが で きる （但 し K は種類 数 を 表す ）．こ れ に よ り，

上記 の 問題 は線形 0−t計画 問題 と して解 く こ とが で きる．

　土 地代が 0 の 場合（p，

犀O，∀ノ）は（1）式の 目的関数が k に つ い て 分離 で

きる の で，各種類の 施設の p・メ デ ィ ァ ンの 重 ね合わせ が解 となる．

また，比較の た め に 2 種類 以上 の 施 設が 同 じ場 所 に立 地 して も別 々

の 土 地が 必 要 な場 合 （こ れ を土 地統 合不 可 能．な場 合 と呼ぶ ） を考 え

る と，総施設 数 が決 ま っ て い る の で，最適 配 置 は 明 らか に 土 地 代が

0．の 場 合 の 解 と同
一

に な る．

図 1　 土 地代 と施設配置パ タ
ー

ンの 対応関係，

土 地代 の 上 昇 と複合 化の 進行の 関係 を分析 す る ．そ して 5章で ，本

論文の 結論 と課題 を まとめ る ．

2 ．施 設数 を所 与 とする 空間複合型施設 配置モ デル

　 本章 で は ま ず，複 数種 の 施設に 対 して それぞれの 種類の 施設数が

あ らか じめ 決ま っ て い る場 合に つ い て ，空間複 合型施設の 最適配置

問題 を，p
一メ デ ィ ア ン 問題

1角 をベ ース に定式化す る ．

　い ま，施設の 種類は k 種類 ある と し，そ れ ぞ れ の 種類の 施設 の 配

置 は，p一メ デ ィ ア ン 問題 で 目的関 数 とな る 利 用 者 の 総 移動 費用 （移

動距離 に 比 例 する と仮定） に 加 え て ，土 地 費用 と の 総和が最 小 に な

る よ うに 決定 され る もの とする ．こ の と き まず ，2 種類以 上 の 施設

が 同 じ場所に 立地する 場合，複合施設 と な る こ とで 土 地 費用が 1 施

設分で 済 む場合 （これ を土 地 統合 可 能 な場合 と呼ぶ 〉 を考 え よ う．

但し，モ デ ル を簡単に す る ため ，どの 種類 の 施設 も同
一

の ± 地面積

を必 要 とす る ，す なわ ち，何 ら かの 施設 が 立 地 す れ ば
一

定 の 土 地費

用 が必 要 となる もの と仮 定す る．この と き，上 記の 問題 は以 下 の よ

うに定 式 化 で きる．

　 min
拷 躰 1．｛z ノ｝

S呵 ect ・to

但 し，

7 ＝Σρ．ノz ノ
＋ Σα khmdtixi ノわ

　 　 ．タ　　　　 i，」、k

Σ易 ド 1，∀i，k，
ノ

Xijk≦λ
尸
．屮 　∀ i・」；k，

Σx
∬・

＝Mk ，∀k，
ノ

z，广 m

騨α 〃窃 Ψ

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

Xijk∈ ｛O，1｝：候補地ノの 種類 k の 施設 へ の 地点 iの 需要の 配分

Z．i ∈ ｛O，1｝：候補地ノの 施設立 地

hik ：地点 iの 種類 たの 需要

p 丿
：候補地ノの土 地 代 （円 ）

dti：地 点 iか ら候 補 地 ノまで の距 離

Mk ：種類 k の 施 設 数 （所 与 ＞

ak ：種類 々 の 移動費用換 算係数 （円／ m 人 ）

r ：総費用

で ある．（1）式は 目 的 関数 で あ り，第
一

項 は±地費用 を，第二 項は 移

動費用 を表す．（2）式は需 要 の い ずれ か の 施設 へ の 割当 を保証する も

の で あ り，（3）式 は そ れが ノ に施 設が 立 地 した場合の みで あ る こ と を

3，施設数 を内生化 した空間複 合型 施設 配置モ デル

　 2章で は種類別の 施設 数が 予 め 与え られ て い た場 合 を考 え たが，

移 動費用 と施設設置費用 の バ ラ ン ス を勘案 しなが らそ れ ぞ れの 施設

を何 ヶ 所設置 するか を決定する こ と も多い ．そ こで 本 章 で は，も う

一
つ の モ デ ル と して ．各施設数を 内生 的に 決定する 空間複合型施設

の 最適配置 問 題 を定式化 す る．

　前提 は 2章と全 く同 じで あるが ，施設数 が 可変 な た め．新た に施

設の 建設 費を考慮す る．土 地 統合可 能な場 合，総 費用，す なわ ち，

土 地費用，建設費用 お よ び移 動 費用 の 総和 を 最小化 する 問題 は ，以

下 の よ うに定式化 で き る．

　 rnm
｛Xfl
・
k｝・lzノ｝

su切ecUo

但 し，

T ＝Σ（P ／
Z
ノ

＋ Σq．ikκ ．iik）＋ Σ飾 娠 ら蛎 わ （6）
　 ノ　　　　　 k

ΣXfi
，
＝1，∀i，　k，

ノ

Xfik≦ x ．〃わ
∀’，μ ，

Z，广 m
野

α ∬・）・V7

t
．，．ノ，k

　　　 　　　　（2）

　　　 　　　　（3）

　　　 　　　　（5）

　 q．jk ：候補地ノの 種類 k の 施設 の 建設費 （円〉

で あ る．（6）式 の 第一項 は土 地 費用 と建設費用 を表す．施設 数制約 を

表 す（4）式 は省 か れ て い る が，こ の 問題で 決定 され る 施設 数 は （4）式 を

用 い て 求 ま る．また，（5）式 は 2章 同様（5り式 で 代替で きる の で，こ れ

も線形 O−1 計画問題 と して 解 くこ とが で きる．

　土地統合不可能 な場合 につ い て は，目 的関数を

・轟 、 哮 甼（（卿 ρ 考〃ρ＋

，黒咄 蝋 ・ （7）

で 置 き換える こ とに より求め られ る．但 し，制約式（5）は 不要 と な る．

4 ．土 地代の 上 昇 と施設複合化の 関係の 分析

　以 上 の モ デ ル を 基 に，土 地 代 の 上 昇 に つ れて 各種施 設の 最 適 配置

が どの よ うに 変化 して い くか を見 て み よ う．

（1 ）対象の 設定

　東京 都心 区か ら抽 出 した ネッ トワ
ー

ク （町 丁 目代表点分布 か ら

表 1　 施 設種類別パ ラ メ
ー

タ 設定
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図 2　 ケ
ース 別 の 各種施設 の 最 適配 置．

　 　　 （施設数所 与＝M ，施設 数 内生 ・土地 統 合可能＝F，施 設数 内生 ・土 地 統 合不可 能＝FN ）
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表 2　 空 間複 合型施 設配置モ デ ル に よる 計 算結果

ケ
ー

ス 設　 カ所 口土　　　　　 　　　　　の 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　 設　 力 内 　 の 場合

土地統 合可 能 土地　
△

不可 能　　 　　 　　 　 土地 　
△

可 土 地　合 不可

　 　代

　　 　　施設数
（千円）　　　 ギ珂剴τ1児ぞ図

’施設設置

場所数

図 施設数

　 断 i胆 儼 図
’施 設設置

場 所数

図 撒

鑰ぎ槻 鋤
施設 設置

場所 数

図 施設数

　 黝ガ那 覗 写画
施設 設置

場 所数

図

0 0　 14i　 5i　 3i　 2i　 410MO14i 　 5i　 3i　 2i　 410MO15i 　6i　5i　3i　1 9FO15i 　 6｝5i　 3i　 1 9FO
11000 　 14i　 5i　 3i　 2i　 4 8M114i 　 5i　 3i　 2i　 410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 7F114i 　 5 ｝5i　 3i　 1 8FN1
220DO 　 14i　 5i　 3i　 2i　 4 8M114i 　 5i　 3i　 2i　 410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 7F114i 　 5i　 5i　 3i　 1 8FN1
33000 　 14i　 5 … 312 曇 4 8M114i 　 5i　 3i　 2i　 410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 7F114i 　 5i　 5i　 3i　 1 8FN1
44000 　 14i　 5i　 3i　 2i　 4 8M114i 　 5i　 3i　 2i　 410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 6F214i 　 5i　 5i　 3i　 1 8FN1
55000 　 14i　 5i　 3i　 2i　 4 7M214i 　5i　3i　2i　410MO14i 　5i　5i　3i　1 6F214i 　5i　5i　3i　1 8FN1
66000 　 14i　 5i　 3i　 2i　 4 7M214i 　 5i　 3i　 2i　 410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 5F314i 　 5i　 5i　 3i　 1 8FN1
7 フOOO　 14i　 5｝ 3i　 2i　 4 6M314i 　 5｝3i　 2i　 410MO14i 　 5｝5i　 3i　 1 5F314i 　 5；5i　 3i　 1 巳 FN1

8
　　　　　「．．
8000　 1415i 　 3i　 2i　 4 6M3

　　　　　−
14i　 5i　 3… 2i　 410MO

　．
14i　 5i　 5i　 3i　 1 5F314i 　 5i　 5i　 3i　 1 8FN1

99000 　 14i　 5i　 3i　 2i　 4 6M314i 　 5i　 3i　 2i　 410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 5F314i 　 5i　 5i　 3i 8FN1
1010000 　　 14i　 5i　 3i　 2i　 4 6M314i 　 5i　 3i　 2i　 410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 5F313i 　 4i　 5｝ 3i 8FN2

1112500 　　　14i　51　3i　2i　4 6M314i 　5i　3i　2i　410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 5F313i 　 415i 　 3i 8FN2
1215000 　　14i　5｝　3i　2i　4 6M314i 　 5i　 3｝2i　 410MO14i 　 5i　 5i　 3i　 1 5F312i 　 4i　 4｝3i 7FN3
1317500 　　　14i　5i　3i　2i　4 5M414i 　 5i　 3i　 2i　 410MO

　．
14i　 5i　 5i　 3i　 1 5F311i 　 4i　 3i　 3i フFN4

1420000 　　　14｝　5…　3≡　2…　4 5M41415i 　 3i　 2i　 410MO14i 　5i　5i　311 5F310i 　3i　3i　3i 6FN5

152250G 　　l4i　5i　3i　2i　4 5M414i 　 5i　 3｝ 2i　 410MO 　　14i　5i　5i　3i　1 5F310i 　3i　3i　3i 6FN5
1625000 　　14 ；　5i　3i　2i　4 5M414i 　5i　3i　2i　410MO 　　14i　 5i　 5i　 3i　1 5F39i 　 3i　 3i　 2i 7FN6

1000

950

　 90Q

奩

  B5。
話　（a

　 800

750

700

　 0

1400

5     1  　　　　 150C噂

　土 地代（10f 円）

　 　 　　

　 　 　 　

　 　 　　
　 1300 　

　　 （b2

も
u12ee

畉

tlco

1000

　 　 0

20xno25000

50001 〔PDD 　　　 15cmo

　土地代 （10
ヨ
円）

2（XXX） 25coe

図 3　 土地代 と総費用の 関係 ：．（a）施設数所与，（b）施設 数 内生

Delaunuy 三角形 網 を作成 1 ノ ード数 52，リ ン ク数 143）上 に ，幼稚

園 ・小 学校 ・児 童 館 ・図 書館 を設置 す る と い う問題 （K ±4） を，そ

れ ぞれ の 需要 に は対応 年齢人 口 と し て 想定 した値 を与 え た 上 で 考え

る．施 設種類 毎の パ ラ メ
ー

タの 値はfi　1 に示 す とお りと し，1 施設

当た りの 土地代 は，表 2 の 計 17ケ
ー

ス を考 える こ とにす る．建設費

と して は，施 設 寿 命 を 50 年 と設 定 して，各 施 設 の 標 準 床 面 積 に比 例

した建 設 費用 を寿 命 で 除 した 値 を 与 え て お り，移 動 費用 換 算係数 と

し て は ，東京 特 別 区 に お け る施 設 密 度 を 基 準 に 平 均 距 離 に対 す る 限

界建 設費 を与 え て い る．こ こ で は ，どの 地 点 に 立 地 して も 土 地 代や

建設費 は 同 じ もの とす る ．ま た，距離 は ネ ッ トワ ーク 上 の 最短 距 離

を用い る．求解に は数 理 シ ス テ ム 祉 の NUO 皿 3．1 を用い る．

　（2）施設数 所与の 場合の 複合化

　 各ケ
ー

ス の 最適配 置 は表 2 お よび 図 2 に 示 され て い る．表 2 に は，

各種類の 施 設数 と延 べ 施設 設置場所数，そ して 図 2 の 最適 配 置 との

対 応 コ ード （施設 数所与；M ，施設数内 生 ・土 地 統合可能；F，施 設 数

内生 ・
土 地 統合不 可 能＝・FN ）が 示 されて い る．

　 まず．施設 数が 所与の 場合の 最適配置 を考え る．幼稚園
・
小 学校 ・

児童館 ・図書館の 設置施設数 が それぞれ 5，3．2，4 ヶ 所 と与え られ て

い る とき，土 地統 合 可 能 な 場 合 の 最適配 置 は，図 2 の （MO ）
〜（M4 ）の

よ うに な る．土地 代 が 全 くか か らな い （MO ）の 最適 配 置 は，各 種 類 の

施設 の p一メ デ ィ ア ン 問 題 の 解の 重 ね 合 わ せ とな る．こ の 場 合 ，た ま

た ま 複合化 し た施 設 の 組 も見 られ る が，一
般 に は施 設 の 種 類毎 に需

要 の 空間 的分布や設置施設数 に差 が あるた め，計 14個 の 施設 の 最適

配置は そ れ ぞれ異 な り，計 10 ヶ 所 に施設が 設置 され る．土地代 が 上

昇す るの に伴 い ，最適配置 は（M1）（M2 ）（M3 ）（M4 ）と変化 してい く．

ま ず （Ml ）で は利 用人 口 は 多 い が t 移 動 費 用 換 算係 数 の 最 も小 さい 図

書館 が 幼稚 園 の 位 置 に 統 合 ，（M2 ）で は続 く児 童 館 や 小 学校 も同 様に

統合 され．（M3 ）（M4 ）で は さ らに ，同種 の 施 設は
一

定 の 間隔 を保 つ よ

うに調整され なが ら施設 の 統合が 進行 して い る．こ の過 程で，移動

費用 よ りも複合施設 によ る土地費用の 節約が 優先 され，施設 配置 を

p メデ ィ ア ン か らず らす こ とに よ っ て 施設 同 士 を空間的 に複 合化 し，

施 設 設 置 場 所数 を それ ぞれ 8，7．6．5 ヶ 所 と減少 させ て い る こ とが 読

み 取れ る．施設数の 中 で 最大 の もの は 幼稚園の 5 で あ る の で ，（M4 ）

以 上 の 複合化 は 起 こ ら ない ．

　 こ の よ うに ．土 地代が 高 くなる と複合化 が 有利に な り，同 じ場所

に複 数の 施設が 立 地す るパ ターン が最 良に な るこ とが わ か る．こ の

とき，土地代の 変化に よ っ て総費 用お よ び そ の うちの 移動費 用分が

どの よ うに 変化 す る か は 図 3 上 図 に示 され て い る．土 地 統 合 不 可 能
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の 場合 の 最適配置 は，前述 の 通 り，−t 地代 に よ らず（MO）と なる の で

移 動費 用 は
一

定 で あ る．施 設 数 も決 ま っ て い るか ら，土 地 費用 は土

地 代 に 比 例 して 増 大 し，総 費用 も直線 的 に 増大 す る．こ れ に 対 して ，

土 地 統 合 可 能 の 場合 は 配 置 を変 えて 施 設複 合化 が進 むた め ．移動費
．
用 は増加す るが 逆 に 土 地費用 の 増加 は 掬え られ，総 費用 の 増加 も緩

や か に 転 じてい く．土 地代 が 上昇 して い くほ ど両者の 総 費用の 差 は

大 き くな り，複合化 を進 め る意義 が 大 きくな っ て い くこ とが わ か る．

　（3 ）施 設数 内 生 の 場合の 複合化

　 施 設 数 を 内生化 した モ デル の 最適配 置 は，土 地 統 合可 能 な 場 合，

図 2（FO）〜（F3）の よ うに な る，　 d：地 代 が かか ら な い （FO）の 最 適 配 置 で

は総 施設 数は 15で あ る が，偶然場所 の
一
致す る施設 もあ るた め，施

設設 置場所数 は 9 ヶ 所 で あ る．施設数所与 の 場合 と比 べ て 移動費用

の 重み が 相対的に 小 さい 図書館 は．施設数 を減 らして も総費用の 増

加 は 少 な い た め，最小 限 の 1 施設 しか 設 置 され ず，代 わ りに 移 動 費

用 の 重 み が 大 き く，施設 数 を増や す こ とに よ っ て 総 費 用 を抑 え る こ

とが で き る他 の 施 設 は 多 く設 置 され て い る こ とに 注 意 され た い ．土

地代 の 上 昇に 伴 っ て まず （Fl）で幼稚園 が 1施設 減少 す るが ，そ の 後，

各種 の 施設 数は 変わ らな い．代 わ りに，（F2）（F3）と移動費用 換算係数

が比 較的 小 さい 児 童館 や 図 書館が 他の 施 設 に 統 合 し て い くこ とに よ

り，施設設置場所数 を 7、　6，　5 施設 へ と減少 させ て い る．こ の 篠合化

過程 も，移 動 費用 よ り複 合化 に よ る土 地 費用 の 節約 が優 先 され る こ

とに よ る もの で あ る．ま た，施 設 数 所 与 の 場 合 よ りも低 い 土 地 代 で ，

施設 数 の 中 で最大 の 5 施設 に 至 っ て い る．こ の よ うに，土 地 代が 高

くな る と複合化が 有利 に な り同 じ場所 に 複数の 施 設が 立 地 す るパ タ

ーン が 最良に なるこ とは，施設数 所与の 場合 と同様で ある．
．

　
一

方，土 地統合不 可 能 な場 合，土地 代 が か か ら ない とき は （FO）が

最適配 置 となる が，」：地代 の 上 昇に従 っ て そ の 後は （FN1 ）
〜

（FN6 ）へ

と変化 してい く．複合化 で施設 設 置 場 所 数 を減少 させ て も士 地 費用

の 減少 に つ なが らな い た め，施設数 を減 らす こ と に よ っ て 総 費用を

減少 させ てい く変化が見 られ る．総施設 数は 】5か ら 9まで順 次減少

して い く
一方，施設 設 置場所数は そ れ ほ ど減少せ ず，ケ

ー
ス 16 の よ

うに 逆 に増え る場 合 も 見 られ る．こ の よ うに，土 地統 合が 不 可 能 な

場合 は 土 地代 の 増 大は施設数 の 減少 を もた らすこ とが わ か る，

　 施設 数 内生 の 場合 につ い て，土 地代の 変化に よ る総費用 お よ びそ

の うちの 移動費用分の 変化 は 図 3 下 図 に 示 され て い る．総費用 は旛

設 数所 与の 場 合 よ り も建設 費用の 分 だ け 高 くな っ て い る こ と に注 意

され た い ．土 地 統 合 不 可 能 の 場合，土 地 代が 上 昇す る と施 設数 が減

る た め移動費用 も上 昇す る ．ま た施 設 設置場所数の 方 は 減 ら な い の

で 土 地費用 もそ れ ほ ど減 らな い ．こ れ に 対 して ，土 地統合可 能 の 場

合 は，施設 複合化 が 進 ん で も施設 数 は 減 ら ない た め ，移動費 用 は ほ

とん ど増加 しな い ．ま た、設 置場 所 数 は 減 少 す るた め 土 地 費用 も漸

増す るの みで あ る．した が っ て ，士地 代が 増え て い くほ ど土地統合

可 能 の 場合の 方 が総 費用 は 低 くな っ て い き，複合化 を進 め る 意義が

大 き くな っ て い くこ とが わ か る．

5 ．結論 と今後の 課題

　本稿 で は ，土 地 の 有効 利用 とい う側 面に 着 目 し ，空 間複合 型 施設

の 最適配 置 を離散立 地 モ デ ル と して 定 式 化 し，地 価上 昇に 伴 い 施 設

の 複合化が 進行す る仕緯み を再 現 した．主な結論 は次 の 通 りで あ る．

  p一メデ ィ ア ン 問題 をベ ー
ス に した施設数 所与 の 場 合お よび施設数

　 内 生 の 場 合の 空 間複合型 施 設配 置問題 を線形 0−1計画問題 と して

　 定 式 化 した．比 較対照の た めに そ れぞれ土地統合可 能 な場合に 対　 一

　 し て 土 填統合不可能な 場合 も定式化 し た．

  東京都心 区 か ら抽 出 したネ ッ トワ
ー

ク を対 象 に，幼稚園
・
小 学

　 校 ・児童 館 ・図書館の 4 種の 施設 を設置す る闘題 の 解 を求め た．

　 施設数所与の モ デル で は，土地代 が 上昇す る の に伴 っ て．移動費

　 用よ り も複 合化 に よる 土地費用 の 節約が 優 先 され，施設 同 士 が 空

　 間 的 に 複合化 して い く過 程 が 再 現 され た．移 動 費用 は 増加 して い

　 くが 逆 に土 地 費用 の 増加 は 大 き く抑え られ ，土 地 統 合 不 可 能 な 場

　 合 と比 べ て 総 費用 の 増加 は 小 さ くな っ て い く，す な わ ち複 合化 を

　 進 め る意義 が 大き くな っ て い くこ とが 明 らか と なっ た．

  施設数 内生 モ デ ル で は．土地代の 上 昇に 伴 っ て ，施 設数 はあま り

　 減少 させ ず，複合化 を進行 させ て 施設設 置場所数 を減 ら して い く

　 こ とが 分 か っ た．一方 ，土 地 統 合 不 可能 の 場 合 は土 地 代 の 増 大 は

　 直接 的 に施 設 数 の減 少 を もた らす ．総 費用 に つ い て は，土 地 統 合

　 不 可能 の 場合 は 移動費用 も土地 費用 も増加 し て い くの に 対 し，土

　 地 統合可能 の 場合は移 動費用 も土 地 費用 も漸 増す るの み で，やは

　 り複合化を進 め る意義が 大 き くな っ て い くこ とが 分か っ た ．

　 本論文の 結果は ，対象 ネ ッ トワ
ー

ク の 粗 密 （ノ
ー

ド数の 大 小 ） に

依存す る．も し もっ と密 で あれ ば，本稿 で は 複合施設化 して い る ケ

ー
ス で も少 し離 れ て立 地 した方 が よい 場 合 も考 え られ る．離 散立地

問 題 と して 数 理 計 画 に よ る ア ブ V 一チ を 採 用 した が，こ れ は複 合 す 　
’

る／ しな い とい う変数 が離散型 の 問題 に 合致 して い た た め で あ る．

しか し，規範解 を 導出 す る た め に は解析 的ア プ ロ
ー

チ を試み る こ と

も重 要 で あろ う．ま た，本論 文に お け る立 地評価 は 平均移 動 距離

（Average　Distance）に基づ い た もの ．で あ るが ，被覆（Coverage）や最 大距

離（MaXiiiium　Dislance）を評価指標 とする 場合 も同様 なモ デ ル 化 が 可

能 で あ る．ま た，本モ デル の 現 実への 適用 に 当た っ て は，土 地 費用

に 対す る 移動費用の 重み の 設 定 方 法や 土 地 費用 の 節 約分等が T 寧 に

検討 されな ければな らない ．これ らに つ い て は今後 の 課題 としたい ．

　 有益な ご示 唆を戴い た筑波大学腰塚 武志 教授，中央大学 田 口 東教

授 ，南 山 大学鈴木 敦夫教授，慶應義塾大学栗 田治助教授 に 感謝致 し

ま す．なお ，本研究は 日本学術振 興会科 学研究費補助金 に よ る 成果

の 一部で あ る．　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
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